
一般社団法人全国警備業協会関係 

 加盟会員専用  お知らせ （令和７年度№４） 

 下記のとおりのお知らせがありましたので参考にして下さい。 

 

別添１ 「パートナーシップ構築宣言」について 

 

 

別添２ 「建設現場における建設業従事者及び警備員の熱中症予防対策の強化につい

て」の施行ついて 

 

  

別添３ 「（一財）経済調査会による「建築保全業務労務費等調査」へのご協力のお

願い」について 

 

 

別添４ 「「研修センターふじの」における二等無人航空機操縦士講習（ドローン講

習）の開催案内及び受講者募集の協力依頼について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添１ 

全 警 協 発 第 1 2 0 号 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

 

協会長 各位 

 

(一社)全国警備業協会 

専務理事 黒木 慶英 

 

 

パートナーシップ構築宣言について 

 

謹 啓 

 貴協会におかれましては、平素から当協会運営につきまして格別のご支援を賜り厚

く御礼申し上げます。 

 さて、この度、みだしの件につきまして、警察庁及び中小企業庁から、別添文書の

とおり協力依頼がございました。 

 つきましては、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共

栄を目指すことを目的とする「パートナーシップ構築宣言」に積極的に参加していた

だきたく、また、重層的なサプライチェーンを構築されている宣言企業におかれて

は、ひな形が改正されていますので、「３．その他（任意記載）欄」へ記載を追加す

る更新をご検討いただきたく、管内加盟員各位に対し周知徹底下さいますようお願い

申し上げます。 

 

謹 白 

■「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト 

https://www.biz-partnership.jp/ 

 

 

 

https://www.biz-partnership.jp/


 

 

 



別添２ 

全 警 協 発 第 1 2 2 号 

令 和 7 年 7 月 9 日 

 

協会長 各位 

 

(一社)全国警備業協会 

専務理事 黒木 慶英 

 

 

建設現場における建設業従事者及び警備員の熱中症予防対策の強化について 

 

 

謹 啓 

 貴協会におかれましては、平素から当協会運営につきまして格別のご支援を賜り厚

く御礼申し上げます。 

 さて、この度、みだしの件につきまして、厚生労働省、警察庁及び国土交通省から

当協会に対し別添文書のとおり協力依頼がございました。 

 改正労働安全衛生規則につきましては、既報（全警協発第 87号）及び機関誌「セキ

ュリティ・タイム」（5月号・12ページ）のとおりですが、本通達では、警備業特有

の労働環境を鑑みた、より具体的な方策が示されております。 

 つきましては、業務ご多忙のところ恐縮に存じますが、管内加盟員各位に対し周知

徹底下さいますようお願い申し上げます。 

謹 白 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 



 

 

 

 

 

 



別添３ 

 

全警協発第 126号 

令和 7年 7月 18日 

協会長 各位 

（一社）全国警備業協会 

専務理事 黒木 慶英 

 

（一財）経済調査会による「建築保全業務労務費等調査」へのご協力のお願い 

及び同調査に関する Webセミナーの実施について 

 

謹 啓 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素当協会運営につきまして格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、このたび、建築保全業務労務単価の決定のための建築保全業務労務費等調査

につきまして、国土交通省及び（一財）経済調査会から、みだし調査に関する協力依

頼がございました。 

みだし調査は、（一財）経済調査会が、国土交通省官庁営繕部の委託により、建築

物等の点検及び保守、運転・監視、清掃、室内環境測定、施設警備等の各業務を合理

的かつ効率的に執行するために、各業務に従事する技術者等の賃金実態を調査し、令

和 8年度建築保全業務労務単価作成のための基礎資料とすることを目的に、（一財）

経済調査会から施設警備業務を実施している当協会加盟員などを対象に全国規模で実

施されます。 

ご高承のとおり、建築保全労務単価は積算の基礎資料として広く活用され、業界に

とっても大変重要な関心事であります。当協会と致しましても、本調査への適切かつ

積極的な対応が、業界における経営基盤の強化及び労務環境の適正化に繋がるものと

考えているところでございます。 

つきましては、ご多忙のところ恐縮に存じますが、施設警備業務を実施している加

盟員に対し適切な対応を賜りますよう周知方お願い申し上げます。 

また、同調査への対応等について、既報（全警協発第 107号）のとおり Webセミナ

ーを実施することと致しましたので、あわせて周知いただきますようお願い申し上げ

ます。 

なお、本調査は、7月中旬から下旬に（一財）経済調査会から施設警備業務を実施し

ている加盟員に対し、直接実施されることとなっております。調査対象となった加盟

員に対して、Webセミナーを受講するように積極的な働き掛けをいただきますようお願

い申し上げます。 

謹 白 



 

 



  

           

   

 

  

 



別添４  

 全警協発第 132号 

 令和 7年 8月 4日 

協会長 各位 

（一社）全国警備業協会 

専務理事 黒木 慶英 

 

「研修センターふじの」における二等無人航空機操縦士講習（ドローン講習） 

の開催案内及び受講者募集の協力依頼について 

謹 啓 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素より当協会運営につきまして格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、今急速に成長しつつあるドローンビジネスでありますが、社会の安全・安心

に対するニーズの高まりを受けて、警備業界においてもドローンを活用したセキュリ

ティビジネスの期待が高まっているところであります。 

このような状況において、当協会では令和 7年 5月 16日に「警備業でのドローン活

用の実際と制度動向」と題したＷＥＢセミナーを開催致しましたところ、当該セミナ

ーには 300名を超える加盟員が参加され、関心の高さを示したところであります。 

また、当該セミナー後のアンケート調査では、聴講者の７割が「将来はドローンを

活用したい」との意見が寄せられたところであります。 

そこで、当協会と致しましては、このたび国土交通省登録講習機関であるデジタル

ハリウッドロボティクスアカデミーと協力し、別添のとおり「研修センターふじの」

において二等無人航空機操縦士講習（ドローン講習）を開催することといたしまし

た。 

つきましては、ご多用のところ恐縮ではございますが、貴協会加盟員に対し、別添

「二等無人航空機操縦士講習の開催 ㏌研修センターふじの」を周知して頂きたくお願

い申し上げます。 

なお、別添「二等無人航空機操縦士講習の開催 ㏌研修センターふじの」は、全警協

ホームページのお知らせにも掲載しており、ダウンロードすることができます。 

謹 白 

 

 

 【本件に関するお問合せ】    

＜研修センター 研修企画第二課 中村＞ 

TEL:03-3342-5823  FAX:03-3342-6074 

ホームページ：http://www.ajssa.or.jp/           

 

tel:03-3342-5823


 

 


